
お申込み・詳しい講座内容は裏面をご覧ください。

生講座をオンラインＬＩＶＥで配信!
いつでもどこでもオンラインアーカイブ視聴！

東京都港区浜松町2-8-14 浜松町TSビル4F,5F,6F　TEL：03-6262-3553

受講料 会員 ： 無 料 資産税実務研究会 / 定額制クラブ / 
資産税オンライン会員

［浜松町］ ビジョンセンター浜松町 JR山手線・京浜東北線「浜松町駅（南口-S5階段・金杉橋方面）」 徒歩3分
東京モノレール羽田空港線「モノレール浜松町駅（南口-1出口）」 徒歩3分、都営大江戸線・浅草線「大門駅（A1出口）」 徒歩5分会　場

資産税実務研究会

一般 ： ［オンライン］ 
［会場受講］  20,000円（税込）

東 京 生 講 座 会場受講 先着 20 名様限定

オンライン受講 無制限
7/25（月） 16:00-18:00
※オンラインLIVE講座はチャットによる質問が可能
※オンラインアーカイブは3営業日後12:00より視聴可能

オンライン LIVE &
アーカイブ

新事業承継税制の
実務対応と

事業承継の動向
講　師 玉越 賢治 氏

株式会社ＹＵＩアドバイザーズ 代表取締役社長
税理士法人ゆいアドバイザーズ 代表社員
税理士

関西大学経済学部卒業。商工中金、リクルートを経て、平成6年(株)タクトコンサルティング入社。平成15年税理士法人タクトコンサル
ティングを設立。平成24年(株)タクトコンサルティング代表取締役社長就任。令和２年同社取締役会長就任。中小企業庁「事業承継検
討会」委員、日本商工会議所「税制専門委員会」学識委員、東京商工会議所「事業承継対策委員会」学識委員等を歴任。令和3年6月
税理士法人タクトコンサルティングを退社し、株式会社Ｙ Ｕ Ｉ アドバイザーズ及び税理士法人ゆいアドバイザーズを設立。
≪主な著書≫ ◎「新事業承継税制の要点を理解する」（税務研究会）◎「３訂版 法務・税務のすべてがわかる! 事業承継 実務全書」
（日本法令・共著）／◎「一問一答 金融機関のための事業承継の手引き」（経済法令研究会・編著者代表）／◎「中小企業の事業承継
M＆A活用の手引き」（経済法令研究会・共著）／◎「ここまで知っておきたい相続・贈与の実務対策」（中央経済社） 他多数

～ 新事業承継税制の留意点とＭ＆Ａへの対応 ～

事業承継問題をライフワークとする
税理士・玉越賢治氏が

新たに独立・再挑戦するに至った想いで語る
会計事務所の未来！！！



株式会社ファルベ 〒104-0032 東京都中央区八丁堀4-1-3 宝町TATSUMIビル4Ｆ  TEL 03-6228-3272  担当：藤井・内海

TEL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX

E-mail

ご住所 〒

事務所名参加者名｜フリガナ

お申込み方法

必要事項をご記入の上、FAXにてお申込みください。折り返し受付確認票を送付いたします。HPからもお申込みいただけます。

03-5539-3751FAX送信先 HPからのお申込みはこちら http://farbe-net.com/

受講形式　※いずれかの項目にチェックを入れてください。

□ 生講座会場受講 （20名様）　　　□ オンラインLIVE講座 （無制限）　　　□ オンラインアーカイブ講座 （無制限）
種　　別　※いずれかの項目にチェックを入れてください。

□ 定額制クラブ 会員（無料）　　□ 資産税実務研究会 会員（無料）　　□ 資産税オンライン会員（無料）　　□ 一般

取引先の事業承継問題は緊喫の課題であり、会計事務所としても避けて通
れない道です。

事業承継税制、中小Ｍ＆Ａガイドライン、事業承継・引継ぎ補助金等、中小企
業庁から様々な制度・情報が発信されていますが、通常の仕事に加え、これ
らの情報を整理・理解するのはなかなか困難です。

本セミナーは、30年にわたって資産税特化事務所を率いてきた講師が、ライ
フワークとする事業承継問題についてその“勘所”をお伝えするとともに、昨
年講師が独立するに至った想いをお話しします。

1. はじめに   ～新たな挑戦への想いと会計事務所の未来～
2. 新事業承継税制の概要
3. 新事業承継税制のメリット・デメリット
4. 新事業承継税制の事例紹介
5. 税理士にとっての親族外承継（Ｍ＆Ａ）への対応

ごあんない

講演内容

・JR山手線・京浜東北線 「浜松町駅（南口-S5階段・金杉橋方面）」 徒歩3分　・都営大江戸線・浅草線　「大門駅（A1出口）」 徒歩5分
・東京モノレール羽田空港線　「モノレール浜松町駅（南口-1出口）」 徒歩3分

東京都港区浜松町2-8-14 浜松町TSビル4F,5F,6F  TEL：03-6262-3553ビジョンセンター浜松町
会場案内

7/25（月） 「新事業承継税制の実務対応と事業承継の動向」 申込書


